
資料7－2

広島港海岸直轄海岸保全施設整備事業



 

海岸事業の再評価項目調書 
 

 事 業 名 （箇 所 名 ）  直轄海岸保全施設整備事業（広島港海岸） 

 実 施 箇 所  広島県広島市、安芸郡海田町 

 該 当 基 準  再評価実施後一定期間（3年間）を経過している事業 

 主 な 事 業 の 諸 元  護岸（改良）、堤防（改良）、陸閘 

 事 業 期 間   事業採択  平成17年度  完了  平成32年度 

 総 事 業 費 ( 億 円 )  183  残 事 業 費 ( 億 円 )  33 

 目 的 ・ 必 要 性 高潮による浸水や、大規模地震後の液状化とそれに伴う堤体変状、および津波による被害の
軽減を図るため、護岸（改良）、堤防（改良）等を整備する。 

 便 益 の 主 な 根 拠  浸水面積：444ha 

 浸水戸数：9,185戸 

 浸水区域における一般資産等評価額：3,382億円 

 事 業 全 体 の 
 
 投 資 効 率 性 

 基準年度  平成26年度 

 B：総便益(億円) 4,069  Ｃ：総費用(億円) 201  全体Ｂ／Ｃ 20.3 

 B－Ｃ 3,868  ＥＩＲＲ(%) 52.8  

 残事業の投資効率性  B：総便益(億円) 482  Ｃ：総費用(億円) 60  継続Ｂ／Ｃ 8.1 

 感 度 分 析                  事業全体のＢ／Ｃ  残事業のＢ／Ｃ 
 需    要（+10％～-10％）   （18.2～22.3）   （7.3～8.9） 
 建 設 費（+10％～-10％）   （19.7～20.9）   （7.4～9.0） 
建設期間（+10％～-10％）   （20.3～20.3）   （8.0～8.3） 

 事 業 の 効 果 等 高潮による浸水被害を軽減することが可能となる。また、地震による海岸保全施設の沈下等
の変状を抑制し、地震後の津波や高潮による浸水被害を軽減することが可能となる。 

 社会情勢等の変化 前回評価以降、大きな社会情勢の変化はない。 

 主な事業の進捗状況  総事業費183億円、既投資額150億円。平成29年度末時点 事業進捗率82％ 

 事業の進捗の見込み  平成32年度に整備完了予定 

 コスト縮減や代替案 
 立 案 等 の 可 能 性 

既設護岸の改良に伴い発生する捨石、土砂を資材として再利用することでコストを縮減。 

 対 応 方 針 （原 案 ）  継続 

 対 応 方 針 理 由  効率的な事業の実施を図ることにより、十分な投資効果があると判断されるため。 

 そ の 他 （その他の指標による効果） 

・人的被害の軽減 

・背後地域住民の精神的被害の軽減 
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⽅
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⼈
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⼈
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．
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．
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岸
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岸
保

全
施

設
整

備
事

業

【
既

設
護

岸
】

【
改

良
護

岸
】

土
砂
撤
去

処
分
→
再
利
用

埋
戻
し
土
砂

購
入
→
再
利
用

６
.コ

ス
ト縮

減
◆

コス
ト縮

減
へ

の
対

応
既

設
護

岸
の

改
良

に
伴

い
撤

去
す

る
捨

⽯
、⼟

砂
を

処
分

せ
ず

、改
良

後
の

基
礎

捨
⽯

、埋
戻

し材
とし

て
再

利
⽤

す
る

こと
で

、コ
ス

ト縮
減

を
図

って
い

る
。

捨
石

処
分
→
再
利
用

基
礎
捨
石

購
入
→
再
利
用
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①
事
業
の
必
要
性
等
の
視
点

１
）
事
業
を
巡
る
社
会
経
済
情
勢
等
の
変
化

２
）
事
業
の
投
資
効
果

費
⽤

便
益

費
（

Ｂ
／

Ｃ
）

＝
20

.3
（

事
業

全
体

）
8.

1（
残

事
業

）
注

：
費

⽤
対

効
果

分
析

に
係

る
項

⽬
は

H2
6年

評
価

時
点

３
）
事
業
の
進
捗
状
況

◇
総

事
業

費
：

18
3億

円
（

既
投

資
額

：
15

0億
円

）
◇

残
事

業
費

：
33

億
円

◇
事

業
進

捗
率

：
82

％
（

平
成

29
年

度
末

）

②
事
業
の
進
捗
の
⾒
込
み

【今
後

の
対

応
⽅

針
（

原
案

）
】

上
記

①
、②

の
各

視
点

に
よ

り、
効

果
が

⼗
分

に
⾒

込
ま

れ
る

と判
断

で
き

る
こと

か
ら継

続
が
妥
当

（
１
）
再
評
価
の
視
点

（
２
）
海
岸
管
理
者
（
広
島
県
）
へ
の
意
⾒
照
会
結
果

◇
前

回
評

価
以

降
、⼤

き
な

社
会

情
勢

の
変

化
は

な
い

。

③
コス
ト
縮
減
や
代
替
案
⽴
案
等
の
可
能
性

◇
既

設
護

岸
の

改
良

に
伴

い
発

⽣
す

る
捨

⽯
、⼟

砂
を

資
材

とし
て

再
利

⽤
す

る
こと

で
コス

トを
縮

減
。

◇
中

央
⻄

地
区

（
観

⾳
）

に
つ

い
て

は
平

成
23

年
度

に
完

成
。事

業
全

体
は

平
成

32
年

度
完

了
予

定
。

広
島

港
海

岸
直

轄
海

岸
保

全
施

設
整

備
事

業
７

.今
後

の
対

応
⽅

針
（

原
案

）

＜
対

応
⽅

針
に

対
す

る
意

⾒
＞

異
存

は
あ

りま
せ

ん
。

＜
具

体
的

意
⾒

＞
広

島
港

海
岸

に
つ

い
て

は
、過

去
に

⼤
型

台
⾵

に
よ

る
深

刻
な

⾼
潮

浸
⽔

被
害

が
繰

り返
し発

⽣
して

い
ま

す
。ま

た
背

後
に

ゼ
ロメ

ー
トル

市
街

地
を

抱
え

て
い

る
こ

とか
ら、

想
定

され
る

最
⼤

クラ
ス

の
地

震
・津

波
へ

の
減

災
対

策
は

重
要

な
課

題
と認

識
して

お
りま

す
。

した
が

って
、引

き
続

き
コス

ト縮
減

に
努

め
て

い
た

だ
くと

とも
に

、早
期

完
成

に
向

け
、確

実
に

整
備

を
進

め
て

い
た

だ
き

た
い

。
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事
項

前
回

評
価

（
H2

6 
再

評
価

）
今

回
評

価
(H

29
 再

評
価

)
備

考

事
業

期
間

H1
7〜

H3
2

H1
7〜

H3
2

総
事

業
費

※
1

18
3億

円
18

3億
円

総
費

⽤
(C

)※
2

20
1億

円
－

総
便

益
(B

)
4,

06
9 

億
円

－

費
⽤

便
益

⽐
(B

／
C)

20
.3

－

※
1

総
事

業
費

（
デ

フレ
ー

タ及
び

社
会

的
割

引
含

まず
）

※
2

総
費

⽤
及

び
総

便
益

は
、デ

フレ
ー

タ補
正

、社
会

的
割

引
後

広
島

港
海

岸
直

轄
海

岸
保

全
施

設
整

備
事

業
８

.前
回

評
価

時
との

⽐
較
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広島港海岸直轄海岸保全施設整備事業

〔広島県への意見照会と回答〕
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（別紙）

事業名 「対応方針（原案）」案※ 備考

広島港海岸直轄海岸保全施設整備事業 継続

■ご意見の送付期限　：　平成２９年９月２９日（金）までにお願いします。

　　　　　　　　　　　　　　　　※様式自由

■送付先・お問い合わせ先

　　中国地方整備局　企画部企画課

　　　　　課長補佐　藤原　（内線：３１５３）

　　　　　施策分析評価係長　守川　（内線：３１８６）

　　ＴＥＬ：０８２－２２１－９２３１（代表）

　　ＦＡＸ：０８２－２２７－２６５１

　　〒730-8530　広島市中区上八丁堀6-30 広島合同庁舎２号館

※貴県の意見を踏まえ、「中国地方整備局事業監視委員会」へ諮る対応方針（原案）を
　作成するためのものです。
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